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Topic解説

10月より開始 長期収載品の選定療養について
長期収載品の選定療養について、厚生労働省から3月27日に通知※1、４月19日に事務連絡
※2が発出され、運用方法や対象医薬品リストが公表されました。
本号では、3月27日発出の通知及び4月19日発出の事務連絡の内容を踏まえ整理し、5つの項
目に分けて紹介します。

2024年 6月3日号

 院内処方等（入院患者は除く）
 院外処方

※1 （令和６年３月27日 保医発0327第10号）「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用療養費
に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項について（以下、「療担及び薬担等通知」という）
（令和６年３月27日保医発0327第11号）長期収載品の処方等又は調剤について

※2 （令和６年４月19日事務連絡）長期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品について

長期収載品の選定療養とは、対象医薬品リスト（2頁目「3.対象医薬品の考え方」参照）に記載
されている後発医薬品のある先発医薬品を患者さんが選んだ場合（本頁「2.対象から除外されるケー
ス」を除く）、追加で自己負担が発生する仕組みです。なお、本制度が適用される前提として、長期収
載品の処方箋の交付等にあたって、患者に対して処方医又は薬剤師による長期収載品の処方等又
は調剤に関する十分な情報提供がなされ、医療機関又は薬局との関係において患者の自由な選択と
同意があった場合とされています。

1. 対象

2. 対象から除外されるケース

 医療上の必要性があると認められる場合
（一例）

• 医療上の必要性により医師が銘柄名処方（後発品への変更不可）をした場合
• 薬局の薬剤師において、処方の段階では後発医薬品も使用可能としていたが、後発医薬品

では適切な服用等が困難※3であり、長期収載品を服用すべきと判断した場合など
※3 患者が服用しにくい剤形である、長期収載品と後発医薬品で効能・効果等の差異がある場合等

 後発医薬品を提供することが困難な場合※4

• 院内処方：後発医薬品を提供することが困難な場合
• 院外処方（保険薬局での調剤）：後発医薬品の在庫状況等を踏まえ後発医薬品を提供

することが困難な場合
※4 「（令和６年３月27日保医発0327第11号）長期収載品の処方等又は調剤について」を元に作成「（令和６年３月27日 保医発0327第10号）

「療担及び薬担等通知」では、「当該保険医療機関又は保険薬局において、後発医薬品の在庫状況等を踏まえ、後発医薬品を提供することが困難な場
合に該当しないこと。」とされています。

以下の（１）～（３）を満たすこと
（１）後発医薬品のある先発医薬品（準先発品含む、バイオ医薬品は除く）
（２）組成及び剤形区分が同一であって、次のいずれかに該当する品目

① 後発医薬品の上市後5年以上が経過（後発品置換え率が１％未満のものを除く）
② 後発品の置換え率が50％以上のもの

（３）長期収載品の薬価が、後発医薬品の最高薬価を超えていること（組成、規格及び剤形ごと
に判断）

3. 対象医薬品の考え方
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対象医薬品は、4月19日にリストが公表されました（1,095品目）。以下のURLまたは二次元バー
コードからアクセスいただき、事務連絡「長期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品
について」をご覧ください。

3. 対象医薬品の考え方

厚生労働省HP
「後発医薬品のある先発医薬品（長期収載品）の選定療養について」
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html
▶「長期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品について」

 当該成分・同規格の最高価格帯の後発医薬品と先発医薬品の価格差の４分の１を追加で負
担

4. 自己負担

50円

選定療養 導入後

自己負担
120円

• 3割負担の患者が選定療養を利用したケース
• 長期収載品の薬価：400円、後発医薬品の中で一番高い薬価：200円

自己負担
60円

後発品 長期収載品

保険給付
140円

保険給付
280円

（薬価200円）

（薬価400円）

価格差
200円

現 行

保険外
併用
療養費
245円
（保険）

自己負担
105円

350円

選定療養負担
消費税+5円

⇒55円

長期収載品

選定療養負担
（自己負担）

① 選定療養として負担頂く範囲は、長期収載品の薬価（400円）と後発医薬品の一番高い薬価（200

円）の価格差（上図★1：200円）を算出します。
② このうち、4分の1（★2：50円）が選定療養の負担として、患者が負担することになります。なお、選定療

養の負担額は薬価制度から外れますので消費税（10％）がかかります（本事例では5円）。
③ 次に、長期収載品薬価（400円）の内、①で選定療養の負担となった額（50円）を差し引いた額

（★3：350円）が保険給付の対象範囲となり、その内、7割（★4：245円）が保険外併用療養費と
して支払われます。そして、残りの3割（★5：105円）が保険給付範囲上の自己負担額となります。

④ よって、患者さんが負担する合計金額は、「選定療養の負担（★2：50円）＋選定療養費に係る消費
税（5円）＋保険給付の自己負担（★5：105円）＝160円」となります。

★1

★3

★4

[解説]

[前提条件]

★2

★5

＜参考＞保険給付と選定療養の負担について（イメージ）

※実際の計算にあたっては点数化されますので一部異なります。

5. その他

 調剤報酬において「特定薬剤管理指導加算３」 5点が新設
 処方箋様式の見直し
 選定療養の趣旨及び特別の料金について院内及びウェブサイトに掲示する
 選定療養に係る自己負担と、それ以外の医療費を明確に区分した領収書を交付

【東和薬品行政ニュース1月31日号より再掲】
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5. その他

【特定薬剤管理指導加算３ ロの下線部分】（調剤報酬）
令和6年度診療報酬改定において特定薬剤管理指導加算3が新設されました。本加算は服薬指
導を行う際に、患者に対して重点的に丁寧な説明が必要となる場合に指導・情報提供を行うことで算
定でき、長期収載品の選定療養に係る説明を行った場合も含まれています。
なお、疑義解釈※5では、その説明を行った結果、後発医薬品を選択して選定療養とならなかった場
合も算定可能とされています。

「特定薬剤管理指導加算3」及び「処方箋様式の見直し」について紹介します。

【処方箋様式の見直し】

本制度の導入を踏まえ、10月より処方箋様
式が見直されます（図1）。

＜主な変更点＞
• 「処方」の変更不可欄に「（医療上必

要）」が追加（図1★1）
• 「処方」に「患者希望」の欄が追加（図

1★2）
• 処方に係る説明書き（図1★3）が以下

の通り変更

（図1）新たな処方箋様式

個々の処方薬について、医療上の必
要性があるため、後発医薬品（ジェネ
リック医薬品）への変更に差し支えがあ
ると判断した場合には、「変更不可」欄
に「レ」又は「×」を記載し、「保険医署
名」欄に署名又は記名・押印すること。
また、患者の希望を踏まえ、先発医薬
品を処方した場合には、「患者希望」
欄に「レ」又は「×」を記載すること。

（新）特定薬剤管理指導加算３ ５点
イ 特に安全性に関する説明が必要な場合として当該医薬品の医薬品リスク管理計画に基づき製造販売業者が作
成した当該医薬品に係る安全管理等に関する資料を当該患者に対して最初に用いた場合

ロ 調剤前に医薬品の選択に係る情報が特に必要な患者に説明及び指導を行った場合

［主な算定要件］
(１) 服薬管理指導料を算定するに当たって行った薬剤の管理及び指導等に加えて、処方された医薬品について、保険薬剤師

が患者に重点的な服薬指導が必要と認め、必要な説明及び指導を行ったときに患者１人につき当該医薬品に関して最
初に処方された１回に限り算定する。

(２) 「イ」については、以下の場合をいう。
• ＲＭＰの策定が義務づけられている医薬品について、当該医薬品を新たに処方された場合に限り患者又はその家族等
に対し、ＲＭＰに基づきＲＭＰに係る情報提供資材を活用し、副作用、併用禁忌等の当該医薬品の特性を踏まえ、
適正使用や安全性等に関して十分な指導を行った場合

• 処方された薬剤について緊急安全性情報、安全性速報が新たに発出された場合に、安全性に係る情報について提供
及び十分な指導を行った場合

(３) 「ロ」については、以下の場合をいう。
• 後発医薬品が存在する先発医薬品であって、一般名処方又は銘柄名処方された医薬品について、選定療養の対象と
なる先発医薬品を選択しようとする患者に対して説明を行った場合

• 医薬品の供給の状況が安定していないため、調剤時に前回調剤された銘柄の必要な数量が確保できず、前回調剤さ
れた銘柄から別の銘柄の医薬品に変更して調剤された薬剤の交付が必要となる患者に対して説明を行った場合

拡大

※5（令和６年３月28日事務連絡）疑義解釈資料の送付について（その１）

★1 ★2
★3



本資料は、医療関係者に対する情報提供を目的として作成したものであり、
弊社並びに弊社社員の見解及び意見を表明するものではありません。
本資料に記載された情報は資料作成時点のものであり、将来予告なく変わることがあります。
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出典：厚生労働省
（令和６年３月27日 保医発0327第10号）「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る厚
生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項について

（令和６年３月27日保医発0327第11号）長期収載品の処方等又は調剤について
（令和６年４月19日事務連絡）長期収載品の処方等又は調剤に係る選定療養の対象医薬品について

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39830.html

（令和６年厚生労働省令第35号）保険医療機関及び保険医療養担当規則等の一部を改正する省令
（令和６年３月27日保医発0327第５号）「診療報酬請求書等の記載要領等について」等の一部改正について（通知）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html

処方箋の記載方法
変更不可

（医療上必要）
患者希望 選定療養

長期収載品を銘柄名処方

「✓」又は「×」あり 対象外

「✓」又は「×」あり 対象※6

いずれも「✓」又は「×」なし 対象※7

「✓」又は「×」あり 「✓」又は「×」あり 想定されない※8

一般名処方 ー 対象

※6 調剤時に選定療養について説明した結果、患者が後発医薬品を希望した場合に、後発医薬品を調剤した場合は、選定療養の対象外
※7 保険薬局における調剤の段階で後発医薬品を調剤することができる一方で、患者が長期収載品を希望すれば選定療養の対象
※8 変更不可欄（医療上必要）及び患者希望欄のいずれもいずれも「✓」又は「×」があることは想定されないため、該当した場合は処方医へご確認ください

◆改正前の処方箋の取り扱い（10月以降）

◆処方箋の記載方法による医療上の必要性についての判断等

① 銘柄名処方をされた長期収載品であって、「変更不可（医療上必要）」欄に「✓」 又は「×」が
記載されたものは、保険給付の対象となること。 また、「変更不可（医療上必要）」欄に「✓」
又は「×」を記載した場合においては、「患者希望」欄には「✓」又は「×」は記載しないこと。

② 患者の希望を踏まえ銘柄名処方され、「患者希望」欄に「✓」又は「×」を記載された長期収載
品については、選定療養の対象となること。

③ 銘柄名処方された長期収載品であって、「変更不可（医療上必要）」欄及び「患者希望」欄
のいずれにも「✓」又は「×」が記載されない場合には、保険薬局における調剤の段階で後発医
薬品を調剤することができる一方で、患者が長期収載品を希望すれば選定療養の対象となるこ
と。

改正前の処方箋様式について、当分の間、 これを手書き等で修正することにより、使用することが
できます。
＜改正前の処方箋を使用する場合の留意点＞
• 医療上の必要性があるため、後発医薬品に変更ができないと処方医が判断した場合には、「変

更不可」欄に「✓」又は「×」を医薬品ごとに記載するとともに「医療上必要」の記載をし、かつ、
「保険医署名」欄に署名又は記名・押印すること。

• 患者の希望を踏まえ、長期収載品を銘柄名処方する場合には、処方薬の近傍に「患者希望」
の記載をすること等により、医薬品ごとに、当該判断が保険薬局へ明確に伝わるようにすること。

薬局においては、以下の①～③を踏まえ、処方箋に記載のある「変更不可（医療上必要）」欄
又は「患者希望」欄の「✓」又は「×」の記載の有無に基づき、長期収載品を調剤した場合に選定療
養の対象となるか否か判断します。 また、処方にあたっては、「医療上の必要性の観点からは処方
医が後発医薬品を使用することに差し支えがないと判断し、長期収載品について患者の希望がない
場合には、一般名処方がされることが望ましい」とされています。

https://med.towayakuhin.co.jp/medical/admininfo.html

